
◎地方自治法の一部を改正する法律 
（令和四年一二月一六日法律第一〇一号）（衆）   

一、 提案理由（令和四年一二月八日・衆議院本会議） 

○浮島智子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨を御説明申

し上げます。 

 本案は、地方議会議員のなり手不足など、地方議会が現に直面する課題に適切に対応

するため、地方議会議員に係る請負に関する規制について、請負の定義を明確化すると

ともに、議員個人による請負に関する規制を緩和することとしております。 

 また、災害等の場合における地方議会の開会の日の変更に関する規定を整備するほか、

立候補に伴う休暇等に係る政府の措置等について定めることとしております。 

 本案は、去る六日、総務委員会におきまして、賛成多数をもって委員会提出の法律案

とすることに決したものであります。 

 なお、本委員会におきまして、地方議会における多様な人材の確保及び地方議会のオ

ンライン開催に関する件について決議が行われたことを申し添えます。 

 何とぞ速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

○決議（令和四年一二月六日） 

政府は、「地方自治法の一部を改正する法律」の施行に当たり、次の事項に十分配慮

すべきである。 

一 地方議会の議員個人による請負に関する規制の緩和については、議員の職務執行の

公正、適正を損なうこととならないよう、改正趣旨の周知徹底と併せ、各地方公共団

体において議員個人による請負の状況の透明性を確保するための対応について、必要

に応じて適切な助言を行うようにすること。 

二 地方公共団体の議会の議員の選挙について、多様な人材の議会への参画につながる

よう、地方制度調査会の答申や政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の

趣旨等を踏まえ、引き続き立候補環境の整備に取り組むこと。 

三 地方議会におけるオンラインによる委員会の開催状況や開催上の課題等を踏まえ、

オンラインによる委員会の円滑な開催に資するよう、各地方公共団体に対して必要な

助言を行うよう努めること。 

四 地方議会におけるオンラインによる本会議の開催について、国会における今後の取

扱いのほか、オンラインによる委員会の開催状況や開催上の課題等を踏まえ、丁寧に

検討を進めること。 

 右決議する。 

二、 参議院総務委員長報告（令和四年一二月一〇日） 

○河野義博君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、地方公共団体の議会の議員に係る請負に関する規制における請負の定義



の明確化及び議員個人による請負に関する規制の緩和をするほか、災害等の場合の地方

公共団体の議会の開会の日の変更に関する規定を整備しようとするものであります。 

 委員会におきましては、衆議院総務委員長浮島智子君から趣旨説明を聴取した後、請

負に関する規制の緩和による議会の行政監視機能への懸念等について質疑が行われまし

た。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して伊藤岳委員より反対

する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決するべきものと

決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年一二月九日） 

政府は、本法施行に当たり、次の事項について十分配慮すべきである。 

一、地方議会の議員個人による請負に関する規制の緩和については、議員の職務執行の

公正、適正を損なうこととならないよう、改正趣旨の周知徹底と併せ、各地方公共団

体において議員個人による請負の状況の透明性を確保するための対応について、必要

に応じて適切な助言を行うようにすること。 

二、地方公共団体の議会の議員の選挙について、多様な人材の議会への参画につながる

よう、地方制度調査会の答申や政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の

趣旨等を踏まえ、引き続き立候補環境の整備に取り組むこと。 

三、地方議会におけるオンラインによる委員会の開催状況や開催上の課題等を踏まえ、

オンラインによる委員会の円滑な開催に資するよう、各地方公共団体に対して必要な

助言を行うよう努めること。 

四、地方議会におけるオンラインによる本会議の開催について、国会における今後の取

扱いのほか、オンラインによる委員会の開催状況や開催上の課題等を踏まえ、丁寧に

検討を進めること。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


